
A
　 　 　 　 　 固定資産税は、 毎年１ 月１ 日（ 賦課期日） 現在に土地・ 家屋・ 償却資産を

　 　 　 　 所有し ている 人が、その固定資産の価格を も と に算定し 、決定さ れた税額を 、

　 　 　 　 その固定資産の所在する 市町村に納める 税金です。

　 　 　 　 　 固定資産税は、 次のよ う な手順で税額が決定さ れま すが、 越谷市内に同一

　 　 　 　 人が所有する 土地・ 家屋・ 償却資産の課税標準額のそれぞれの合計額が、 土

　 　 　 　 地にあっては 300, 000 円、 家屋にあっ ては 200, 000 円、 償却資産にあっては

　 　 　 　 1, 500, 000 円に満たない場合は、 固定資産税は課税さ れないこ と と なってい

　 　 　 　 ま す。

（ ※１ ）  固定資産の評価は、 総務大臣が定めた固定資産評価基準に基づいて行い、 決

　 　 　 定さ れた価格や課税標準額は、 固定資産課税台帳に登録さ れ、 所有者本人であ

　 　 　 れば１ 年を通し て閲覧でご確認いただく こ と ができ ま す。

（ ※２ ）  越谷市は、 標準税率の１ ０ ０ 分の１ . ４ を採用し ており 、 全国のほと んどの自

　 　 　 治体が標準税率です。

Q

固定資産税

　固定資産税とはどのような税金ですか。

税額決定までの手順

固定資産を 評価し 、 その価格を決定し 、 その

価格を も と に課税標準額を算定する 。（ ※１ ）

｢課税標準額 × 税率（ １ . ４ /１ ０ ０ ）｣によ り 、

税額を 算定する 。（ ※２ ）

税額等を記載し た納税通知書を納税者あてに

送付する 。
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A
　 　 　 　 　 固定資産税は、 総務大臣の定めた固定資産評価基準に基づき 固定資産の価

　 　 　 　 格（ 適正な時価） を 求めて課税さ れま すが、こ の価格は社会状況等によ り 年々

　 　 　 　 変化する も のです。 こ のため、 税負担の公平性を保つために評価の見直し を

　 　 　 　 行いま すが、 毎年こ れを 行う こ と は実務上困難である こ と 等の理由によ り 、

　 　 　 　 ３ 年ご と に見直し を 行いま す。 こ れを 「 評価替え」 と いい、 令和６ 年度に、

　 　 　 　 評価替えを 行いま し た。

　 　 　 　 　 令和６ 年度の評価替えでは、 土地については「 公的土地評価について相互

　 　 　 　 の均衡と 適正化が図ら れる よ う 努める ｣と いう 土地基本法の趣旨を 踏ま え、　

　 　 　 　 引き 続き 地価公示価格等の７ 割を 目途と し た土地評価の均衡化・ 適正化を

　 　 　 　 図っていま す。

　 　 　 　 　 ま た、 家屋については前回の評価替えから ３ 年間の建築物価の変動と 建築

　 　 　 　 後の年数の経過によ っ て生ずる 損耗の状況によ る 減価を 、 評価に反映さ せる

　 　 　 　 こ と を 基本と し ていま す。

　 　 　 　 ※　 令和７ 年度、 令和８ 年度の価格の修正

　 　 　 　 　 　 土地の価格は原則と し て基準年度の価格を ３ 年間据え置き ま すが、 令和

　 　 　 　 　 ７ 年度、 令和８ 年度において地価の下落があり 価格を 据え置く こ と が適正

　 　 　 　 　 でないと き 、 価格の修正を する こ と と さ れていま す。

Q 　固定資産税の評価替えとはどのようなものですか。
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　 　 　 　 　 平成８ 年度ま での宅地の税負担は、 評価額の上昇に応じ て毎年なだら かに

　 　 　 　 税額が上昇する 負担調整措置が行われてき ま し たが、 平成９ 年度から は、 宅地

　 　 　 　 について大幅な見直し が行われ、 負担水準（ 評価額に対する 前年度の課税標

　 　 　 　 準額の割合） の均衡化を図る こ と を重視し た課税の仕組みが導入さ れています。

　 　 　 　 　 令和６ 年度から 令和８ 年度ま での税負担のし く み

　 　 　 　 　 ①負担水準が高い土地は、税負担が下がる かある いは据え置き になり ま す。

　 　 　 　 　 ②負担水準がある 程度高い土地は、 税負担が据え置き になり ま す。

　 　 　 　 　 ③負担水準が低い土地は、 なだら かに税負担が上がり ま す。

A

Q
　宅地の税負担の調整措置とはどのようなものですか。

宅地の税負担の調整措置

※　 令和６ 年度の課税標準額が令和７ 年度の評価額のどの水準（ 負担水準） にある かに応

　 じ て、 令和７ 年度の課税標準額が決ま る し く み

　　「負担水準」とは…宅地の課税標準額が評価額に対してどの程度まで達しているかを示すもの

負担水準＝
前年度課税標準額

当該年度評価額（×住宅用地特例率（1/6 または 1/3））

税負担の調整措置

固
定
資
産
税
価
格
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評
価
額
｠

｟
地
価
公
示
価
格
等×

７
割
｠

商業地等の宅地

価格 ×70％に引き下げ

上記②の額が B×20％を
下回る場合は、B×20％

［A］＝前年度課税標準額

+ 価格×5％

以下のいずれか低い額

①本来の課税標準額 B

②前年度課税標準額

　＋ B × 5％

［A］が価格×20％を

下回る場合は

価格×20％

100

100

70

60

20

0

20

0

負担水準（％）
小規模住宅用地

特例（1/6）

［A］が価格×60％を

上回る場合は 60％

税負担据置

本来の課税標準額 B
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　 　 　 　 　 令和６ 年度から 令和８ 年度ま での税負担については、 均衡化を 図る 趣旨か

　 　 　 　 ら 、「 負担水準」 に応じ た税負担の調整措置を 導入し ていま す。

　 　 　 　 ①税負担が下がる 場合

　 　 　 　 　 ・ 商業地等（ 非住宅用地） の宅地で負担水準が７ ０ ％を 超える 土地

　 　 　 　 　 　 固定資産税課税標準額は、 負担水準を７ ０ ％と し た場合の課税標準額ま

　 　 　 　 　 　 で引き 下げま す。

　 　 　 　 ②税負担が据え置き になる 場合

　 　 　 　 　 ・ 商業地等（ 非住宅用地） の宅地

　 　 　 　 　 　 負担水準が６ ０ ％以上７ ０ ％以下の土地は、 前年度の課税標準額に据え

　 　 　 　 　 　 置き ま す。

　 　 　 　 ③税負担がなだら かに上昇する 場合

　 　 　 　 　 ①、②以外の宅地についての課税標準額は次のと おり と なり ま す。

　 　 　 　 　 ・ 商業地等（ 非住宅用地） の宅地

　 　 　 　 　 　 前年度課税標準額に令和７ 年度評価額の５ ％を 加算し た額

　 　 　 　 　 　 ※　 こ の額が評価額の６ ０ ％を 超えた場合は６ ０ ％ま で引き 下げし 、　

　 　 　 　 　 　 　 ２ ０ ％に満たない場合は２ ０ ％ま で引き 上げま す。

　 　 　 　 　 ・ 住宅用地

　 　 　 　 　 　 前年度課税標準額に、 本則課税標準額の５ ％を 加算し た額

　 　 　 　 　 　 ※　 こ の額が本則課税標準額の１ ０ ０ ％を超えた場合は１ ０ ０ ％ま で引き

　 　 　 　 　 　 　 下げし 、 ２ ０ ％に満たない場合は２ ０ ％ま で引き 上げま す。

　 　 　 　 ※　 本則課税標準額と は、 令和７ 年度評価額に住宅用地の特例率を乗じ たも

　 　 　 　 　 のを いい、 小規模住宅用地（ ２ ０ ０ ㎡以下の住宅用地） は６ 分の１ 、 一般

　 　 　 　 　 住宅用地（ 小規模住宅用地以外の住宅用地） は３ 分の１ を それぞれ令和

　 　 　 　 　 ７ 年度評価額に乗じ た額です。

A

Q
　土地の税負担の調整措置について教えてください。

商業地等（非住宅用地）の宅地

負担水準

 70％超

 60％以上 70％以下

 55％以上 60％未満

 15％以上 55％未満

 15％未満

今年度の課税標準額

 評価額 ×0. 7

 前年度課税標準額を据え置き

 評価額 ×0. 6

 前年度課税標準額＋評価額の 5％

 評価額 ×0. 2

住　宅　用　地

負担水準

 95％超

 15％以上 95％未満

 15％未満

今年度の課税標準額

 本則課税標準額

 前年度課税標準額＋本則課税標準額の 5％

 本則課税標準額 ×0. 2％
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　 　 　 　 　 評価替えなど によ っ て、 評価額が下がっ ている 土地について、 税額が上が

　 　 　 　 る のはおかし いと 疑問がでてく る のは当然と 考えら れま す。

　 　 　 　 　 土地の税負担については、 評価額が著し く 上昇し た場合でも 税の負担が一

　 　 　 　 度に増加する のを緩和する ため、 評価額の上昇割合に応じ た負担調整措置が

　 　 　 　 講じ ら れてき ま し た。 こ れは、 評価額に対し て前年度の課税標準額がど れだ

　 　 　 　 けの割合にある のかを 表す負担水準によ っ て、 こ の割合に応じ た調整率を 用

　 　 　 　 いて新年度の課税標準額を 算出する 方法によ る も のです。

　 　 　 　 　 こ の負担調整と いう 措置によ っ て、 負担水準の均衡化が図ら れつつあり ま

　 　 　 　 すが、 一部の土地については依然と し て評価額と 課税標準額と の間に格差が

　 　 　 　 ある ため、 前年度に比べて土地の評価額が下がったと し ても 、 課税標準額の

　 　 　 　 水準が低い場合は負担調整によ っ て税負担が上昇する こ と になり ま す。

　土地の価格が下落しているのに、税額が上昇するのはどうしてですか。

土地評価額と課税標準額の推移

22212061 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 23 29 3028272624 25 31 2 3 4 5 6
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一般住宅用地

A
　 　 　 　 　 住宅用地には、 その税負担を 特に軽減する 必要から 課税標準の特例措置が

　 　 　 　 設けら れていま す。 住宅用地と は、 居住の用に供さ れている 住宅の敷地をい

　 　 　 　 い、 賦課期日（ １ 月１ 日） において、 新たに住宅を 建設する 予定の土地ある

　 　 　 　 いは住宅が建設中である 土地は、 住宅の敷地と はさ れま せん。

　 　 　 　 　 ただし 、 既存の住宅に代えて新し い住宅が建築中であり 、 一定の要件を満

　 　 　 　 たすと 認める 土地については、 所有者の申請に基づき 住宅用地と し て取り 扱

　 　 　 　 いま す。

住宅用地の範囲

　 特例措置の対象と なる 「 住宅用地」 の面積は、 家屋の敷地面積に下記の表の住宅用

地の率を 乗じ て求めま す。 その範囲は家屋の床面積の１ ０ 倍ま でです。

Q 　住宅用地に対する課税標準の特例措置とは何ですか。

イ

ロ

ハ

家　　屋

専用住宅

ハ以外の併用住宅

地上５ 階以上の耐火建築物で

ある 併用住宅

居住部分の割合

全部

４ 分の１ 以上２ 分の１ 未満

２ 分の１ 以上

４ 分の１ 以上２ 分の１ 未満
２ 分の１ 以上４ 分の３ 未満
４ 分の３ 以上

住宅用地の率

１ . ０

０ . ５

１ . ０

０ . ５
０ . ７ ５
１ . ０

小規模住宅用地

　 ○　 ２ ０ ０ ㎡以下の住宅用地（ ２ ０ ０ ㎡を 超える 場合は住宅１ 戸あ たり ２ ０ ０ ㎡

　 　 ま での部分） を 小規模住宅用地と いいま す。

　 ○　 小規模住宅用地の課税標準額については、 価格の６ 分の１ の額と する 特例措置

　 　 があり ま す。

一般住宅用地

　 ○　 小規模住宅用地以外の住宅用地を

　 　 一般住宅用地と いいま す。 た と え ば、

　 　 ３ ０ ０ ㎡の住宅用地（ 一戸建て住宅の

　 　 敷地） であれば、 ２ ０ ０ ㎡分が小規模

　 　 住宅用地で、 残り の１ ０ ０ ㎡分が一般

　 　 住宅用地と なり ま す。

　 ○　 一般住宅用地の課税標準額について

　 　 は、 価格の３ 分の１ の額と する 特例措

　 　 置があり ま す。

４８

都
市
計
画
税

固
定
資
産
税



　 　 　 　 　 令和７ 年度の固定資産税は、 売主である あなたに課税さ れる こ と になり ま

　 　 　 　 す。 それは、 固定資産税は毎年１ 月１ 日（ 賦課期日） 現在の登記簿ま たは固

　 　 　 　 定資産（ 補充） 課税台帳上の所有者に対し て課税する こ と になっている から

　 　 　 　 です。

　 　 　 　 　 なお、 売主と 買主の間で固定資産税を 月割按分し て負担し よ う と する 場合

　 　 　 　 の月数計算の始期については、 固定資産税は年税である ため特に定めら れて

　 　 　 　 おり ま せんので、 売買契約の時に双方で話し 合われる こ と を お勧めし ま す。

東日本大震災に係る固定資産税の軽減措置

　 平成２ ３ 年３ 月１ １ 日に発生し た東日本大震災によ り 、 滅失ま たは損壊し た家屋の

所有者、 被災住宅用地の所有者等が、 被災家屋や被災住宅用地に代わる も のと 市長が

認める 家屋、 土地を平成２ ３ 年３ 月１ １ 日から 令和８ 年３ 月３ １ 日ま での間に取得し

た場合に、 所有者等の申告によ り 固定資産税及び都市計画税の軽減措置を 受ける こ と

ができ ま す。

○被災代替住宅用地の特例

　 東日本大震災によ り 滅失ま たは損壊し た被災住宅用地の所有者等が、 被災住宅用地

に代わる も のと 市長が認める 土地を 令和８ 年３ 月３ １ 日ま での間に取得し た場合に

は、 被災代替土地のう ち、 被災住宅用地に相当する 分について、 取得後３ 年度分は代

替土地を 住宅用地と みなし 、 固定資産税及び都市計画税を軽減する 措置があり ま す。

○被災代替家屋の特例

　 東日本大震災によ り 滅失ま たは損壊し た家屋の所有者等が、 被災家屋に代わる も の

と 市長が認める 家屋を 令和８ 年３ 月３ １ 日ま での間に取得し 、 ま たは改築し た場合に

は、 被災代替家屋に係る 固定資産税及び都市計画税額のう ち、 被災家屋の床面積相当

分について、 取得後ま たは改築後４ 年度分は２ 分の１ 、 その後の２ 年度分は３ 分の１

を 減額する 措置があり ま す。

※　 東日本大震災における 原子力発電所の事故によ る 居住困難区域内住宅の所有者等

　 の特例措置については、上記と 異なり ま すので、く わし く はお問い合わせく ださ い。

A

Q
　令和６年１１月に自己所有の土地・家屋の売買契約を締結し、令和７年２月に買主

への所有権移転登記を済ませました。令和７年度の固定資産税は誰に課税されます

か。

４９

都
市
計
画
税

固
定
資
産
税



A
　 　 　 　 　 法務局で相続登記が済んでいない場合には、 その土地・ 家屋を 現に所有す

　 　 　 　 る 者から 住所・ 氏名等の必要事項を 申告し ていただく 必要があり ま す。

　 　 　 　 ※　 現に所有する 者（ 現所有者） と は法定相続人（ 亡く なっ た人の配偶者や

　 　 　 　 　 子など ） や遺産分割によ り 土地・ 家屋の所有者と なった人を いいま す。

　 　 　 　 　 　 申告を さ れる と 、 納税通知書は申告いただいた現所有者（ 相続人） の代

　 　 　 　 　 表者に送付し ま す。 ただし 、 固定資産税の賦課期日（ １ 月１ 日） ま でに登

　 　 　 　 　 記名義が変更さ れた場合、翌年度の納税通知書は登記名義人に送付し ま す。

　 　 　 　 　 　 なお、 こ の手続き は固定資産税だけに関する も のであり 、 相続登記や相

　 　 　 　 　 続税等については別の手続き が必要と なり ま す。

Q

A
　 　 　 　 　 はじ めに土地ですが、 各区分所有者の共有と さ れている 土地の固定資産税

　 　 　 　 は、 一定の要件を 満たし ている こ と を条件と し て敷地全体に係る 税額を 持分

　 　 　 　 の割合によ っ て按分し た額が各々の所有者に課税さ れま す。

　 　 　 　 　 次に家屋は、 ま ず専有部分を 含む一棟の家屋の固定資産税額を 算定し 、 各

　 　 　 　 区分所有者の専有床面積に応じ て按分し た額が課税さ れま す。 ま た、 別棟の

　 　 　 　 ゴミ 庫等がある 場合は、 別棟の固定資産税額を 算定し 、 同様に各区分所有者

　 　 　 　 の専有床面積に応じ て按分し た額が課税さ れま す。

Q

　土地・家屋の名義人（所有者）である父親が亡くなったのですが、どのような

手続きが必要ですか。

　分譲マンションを購入しましたが、固定資産税はどのようにして課税されま

すか。
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A
　 　 　 　 　 家屋の評価と は総務大臣の定めた固定資産評価基準によ って「 適正な時価」

　 　 　 　 を 求める こ と です。

　 　 　 　 　 具体的には、 家屋調査を 実施し 、 屋根・ 柱・ 壁・ 基礎等に使用さ れている

　 　 　 　 材料の質、量や施工の程度等を評価基準に照ら し 合わせて評価額を算出し ます。

　 　 　 　 　 こ の場合、 門や塀など 家屋と 一体と なっ ていないも のについては評価の対

　 　 　 　 象と はなら ず、 ま た、 建築さ れた家屋の請負価格や家屋の購入価格など は固

　 　 　 　 定資産の評価額を 計算する にあたっ ての参考と はなり ま せん。

Q

A
　 　 　 　 　 家屋については、 均衡のと れた適正な価格に見直すため３ 年に１ 度の評価

　 　 　 　 替えで評価額の見直し を 行っ ており 、 評価替えを 行わない年度は、 原則と し

　 　 　 　 て評価額は据え置かれま す。

　 　 　 　 　 評価替えでは、 家屋の経年によ る 減価を 反映する と 共に、 ３ 年間の建築物

　 　 　 　 価の変動を 反映し ており 、 家屋の経年によ る 減価が、 建築物価の変動の影響

　 　 　 　 を 上回れば、 評価額は下がり ま す。 し かし 、 建築物価の上昇が、 経年によ る

　 　 　 　 減価を 上回る 場合には、 評価額が上がる こ と になり ま すが、 こ のよ う な場合

　 　 　 　 は原則と し て評価額は据え置かれま す。

　 　 　 　 　 こ のよ う に、 家屋が年々古く なる と いう だけで固定資産税が必ずし も 下が

　 　 　 　 る こ と にはなら ないのです。

Q

　家屋の評価額はどのようにして決まるのですか。

　家屋は年々古くなるのに税額が下がらないのはなぜですか。
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